
令和７年度 公共事業労務費調査

調査を受けられる皆様へ

(一社) 北海道建設業協会



公共事業労務費調査とは？

• 「公共事業労務費調査」は、農林水産省と国土交通省が公共工事発注の際

の工事費積算に使用する「公共工事設計労務単価」の設定の基礎資料等を

得るための調査です。

• 地方自治体においてもこの「公共工事設計労務単価」を使用して積算され

ています。

• また、技能労働者の雇用環境の改善に向けて、本調査において社会保険

加入状況等の実態把握を行います。（従事者の賃金実態が対象となります

ので、正確な情報の提出が不可欠となります）

• そのため、受注する工事が公共事業労務費調査の対象工事となった場合

は、発注者と元請会社との契約事項に調査の協力義務を負う旨を記載し

ていますので、協力をしなければなりません。



• 国土交通省 共通仕様書（共通編より）

• ※調査・試験に対する協力

• 受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事と

なった場合には、以下の各号に掲げる協力をしなければならない・・・とあります。

• １）調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な協力をしなければ

ならない。

• ２）･･･調査後、事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合には、その実施に協力し

なければならない。

• ３）･･･労基法に従い就業規則を作成すると共に･･･現場労働者の賃金時間管理を適切に行

わなければならない。

• ４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負工事の受注者（二次

以降の協力会社を含む）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければならない。



国土交通省 共通仕様書から（抜粋）

拡大



より具体的に
• 実施時期・・・毎年１１月に行われ、１０月分の給料支払い分が対象（一部9月分が対象）

※職種一覧表から説明

• 調査対象・・・現場で働く全作業員（元請・協力会社・警備員・一人親方など）

• 調査内容・・・基本給、通勤手当、賞与など

• 実施主体・・・国土交通省、農林水産省、北海道や政令指定都市（札幌市）など

どんな影響がある？

• 単価設定・・・翌年の工事の積算単価が決まる

• 賃金の根拠・・元請と協力会社での適正単価交渉に使用できる

• 工事価格・・・安すぎる積算を防ぎ、赤字工事リスクを減らす

• 国の政策・・・担い手確保・処遇改善などの材料に



一部、９月分を調査する場合の職種一覧

１０月の調査対象期間中に調査対象工事に従事せず、９月の調査対象
期間中に調査対象工事に従事し、かつ、職種一覧で該当する３８職種
に該当する労働者が対象となる





以下のいずれかに該当する労働者は調査の対象となりません

• ①会社の役員

• ②賃金と経費（材料費、機械経費、燃料代など）の分離ができない労働者

• ③現場技術者

• ④工事に直接携わらない労働者

• ⑤オペ付きクレーンリースの運転手

• ⑥アスベストの除去作業に従事している労働者

• ⑦外国人研修生・技能実習生

• ⑧見習い・手元等

• ※上記以外にも調査に該当しない労働者がありますので、詳しくは労務費調査の手引き（１６ページ）

を参照してください



令和７年度 公共事業労務費調査ガイドブック P48に記載

現在でも、調査に協力しなければいけませんか？

という声がありますが･･･

忙しいので協力出来ない、よく分からないので対応出来

ない、とはなりませんので必ずご協力ください。



一昨年から「オンライン調査」が本格運用されました
が、令和７年度は昨年度の調査実施状況を踏まえ、今
年度も昨年度同様に、オンライン調査と書面調査との
双方の対応となります。

オンライン調査は「対象企業名簿」記載の元請企業と
協力会社に、オンライン調査の案内がメール送信され
ます！（発注者より）

書面調査は、元請企業に書面調査の案内が送付されま
す！（発注者より）

オンラインシステムは９月１６日より
利用可能となっております。
システムに関するお問合は･･･
「国交省労務費調査オンライン調

査」で検索してください。基本、北海道地区においては対面調査は行わない予定です。



労務費調査の対象となった場合「対象企業名簿」の提出と
「現況調査」が重要となります！（※ガイドブックの８～９ページで解説）

対象企業名簿は元請
会社の方が作成し、
「施工体系図」と共に
指定された期日までに
提出してください

元請会社に対して実施されます。
調査対象となった工事において、
本調査実施時に、「現況調査表」の
作業内容（職種）・概数労働者と提
出する調査票の内容に整合性が取
れていない場合は説明や修正等が

必要となるからです。



ガイドブック１０ページから２０ページにおいて、Q&A方式と

様式などを掲載して、書面調査及びオンライン調査におけ
る様々な点について解説してます！



ガイドブック１７～１８ページには、
「調査票に添付する」確認資料につ
いて、記載しております。
※公共事業労務費調査の手引き（国
交省）５ 調査票・確認資料（20
～24ﾍﾟｰｼﾞ）こちらも確認してくだ
さい！





調査の手順について

２）調査対象となった企業から後日提出される調査票の記入内容が、現場の状況を的確
に反映しているか確認するため、各発注者において、事前に工事現場の現況調査を
行います
現況調査では、労働状況の確認、元請・下請企業からのヒアリング及び作業日報等
により、現場の作業内容及び労働者数を確認します

１）各発注機関から、元請企業に調査協力依頼があります
元請企業は、９月や１０月に調査対象工事に従事し、調査対象職種に該当する技能
労働者が在籍する全ての下請企業（２次以下の下請企業、一人親方も含む）に対し
調査協力依頼を行ってください
※各発注機関から下請企業に対して直接調査の協力依頼は行いません。
※調査対象工事が、中止、中断、完了または未着工等となり、調査期間中に工事が
行われていない場合は調査対象外となりますので、元請企業は、事前に発注機関
にその旨を連絡し、指示を受けてください

※１０月に調査対象工事に参加せず、９月に調査対象工事に参加した下請企業で、
３８職種に該当する労働者が従事していない場合は、調査対象となりません



調査の手順について

３）各発注機関から、元請企業に対象企業名簿の作成依頼があります
元請企業は、９月や１０月に調査対象工事に従事し、調査対象職種に該当する技能
労働者が在籍する全ての下請企業（２次以下の下請企業、一人親方も含む）に対し
対象企業名簿の作成に必要な情報の提供を依頼してください
対象企業名簿様式は、国土交通省HPに掲載されています☟（EXCEL様式です）

４）下請企業は元請企業からの提供依頼を受けて、以下の事項を元請企業に報告して
ください
●企業名、下請の次数 ●会場調査への変更希望（原則、ｵﾝﾗｲﾝ調査、書面調査）
なお、オンライン調査の場合には、書面調査への変更も可能ですので、その旨報告してください。

●調査票作成者氏名、電話番号、FAX番号、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ（聞き取り調査の連絡先）



調査の手順について

５）元請企業は調査対象となったすべての下請企業からの報告をもとに対象企業名簿
を作成し、施工体系図とともに各発注機関へ提出してください
提出先及び提出期限については発注機関からの作成依頼の際に通知されます
また、提出後に調査対象が追加・変更となった場合は、追加・変更となった企業
の担当者より対象企業名簿の提出先に直接連絡してください

６）手引き等の資料をもとに、調査票を作成してください
必要に応じて、元請企業は下請企業への記入方法を説明してください
また、元請企業は下請企業の調査票発送状況を進捗管理し、調査票等の提出期限を
遵守するよう指導してください

※対象企業名簿には、９月・１０月に
稼働し、調査対象職種に該当する技能
労働者が在籍する企業のみを記入して
ください！



調査の手順について（オンライン調査の場合）

７）各発注機関から、対象企業名簿に記載されている調査対象企業（元請及び下請）に
オンライン調査の案内をメール送信し、オンラインシステムによる資料の提出先・
提出期日及び聞き取り調査の実施日が案内されます。
念のため、オンライン調査の案内を受領した元請企業においては、全ての下請企業
に、オンラインシステムによる資料の提出先・提出期日及び聞き取り調査の実施日
を連絡してください。連絡を受けた下請企業は、さらに下請がいる場合には、同様
に上記内容を連絡してください。

※やむを得ない理由により書面調査または会場調査を希望する
企業が含まれる工事の元請企業に対しては、オンライン調査の
案内とあわせて書面調査または会場調査の案内を送付しますの
で、希望する企業に連絡してください。



調査の手順について（オンライン調査の場合）

８）各企業の担当者は期日までに、手引き（２０ページ：5 調査票・確認資料）に記載
されている調査票及び確認資料の電子データもしくは写しのPDFをオンラインシス
テムにて提出してください。提出先は元請企業ではありませんのでご注意ください。

※後日、電話にて調査票について質問される場合がありますので、
調査票の内容をオンラインシステムもしくはコピーにて確認でき
るようにしてください。

９）提出された調査票が正しく記入、作成されているか、調査員が審査します。審査の上
疑義や修正事項がある場合は、システム内で質疑のやり取りを実施するほか、聞き取り
調査の実施日に、各企業の担当者（対象企業名簿に記載されている各企業の調査票作成
者）に電話で聞き取りが行われます。



調査の手順について（書面調査の場合）

１０）各発注機関から、元請企業に書面調査の案内を送付し、資料の送付先・送付期日
及び聞き取り調査の実施日が案内されます
（聞き取り調査の実施日は進捗状況により変更になる場合があります）
元請企業は、９月や１０月に調査対象工事に従事し、調査対象職種に該当する技能
労働者が在籍する全ての下請企業に、資料の送付先・送付期日及び聞き取り調査の
実施日を連絡してください
連絡を受けた下請企業は、さらに下請がいる場合には、資料の送付先・送付期日
及び聞き取り調査の実施日を連絡してください

各企業の担当者は期日までに、調査票及び確認資料のコピーを
簡易書留による郵送で調査会社へ提出してください
送付先は元請企業ではありません！

※後日、電話にて調査票について質問される場合がありますので、必ず調査票の
コピーを手元に残しておいてください！



調査の手順について（書面調査にて資料を提出する場合）

11）提出された調査票が正しく記入、作成されているか、調査員が審査します
審査の上、疑義や修正事項がある場合は、聞き取り調査実施日に、各企業の担当者
に電話で聞き取りを行います
※疑義や修正事項がない場合は連絡しない場合があります

12）送付先について
発注機関から、元請企業に送付される書面調査の案内に送付先が記載されています
送付先は元請企業ではありません
発注機関で調査実施委託先が異なりますので、送付先を間違わないでください
※送付の際は、届け先、発信元の記載に加えて、案内文に記載されている発注機関
番号及び労務費調査工事番号を封筒に必ず記載してください

13）送付方法について
簡易書留による郵送、また、複数工事に該当している場合でも、１工事ごとに封筒
に分けて郵送してください



調査の手順について（書面調査にて資料を提出する場合）

14）郵送の際は届け先、発信元の記載に加え、書面調査の案内に記載の発注機関番号と
労務費調査工事番号を封筒に記載してください
※ラベル様式に手書きか、国土交通省HPよりダウンロードして作成してください

15）提出資料については、手引きP2にある「提出資料の直前チェックリスト」を活用し
必要資料が揃っていることを確認して提出してください



調査の手順について

17）確認資料は複数ありますので、それぞれの資料ごとにホチキス等で綴じ、右肩部分
に手引き記載の資料番号を記載してください
なお、調査票は綴じる必要はありません

16）調査票や確認資料を提出する際、個人情報の適切な取り扱いのため、調査票と確認
資料には「氏名」を記載せず、下図のように「イニシャル」を記載してください

       また、イニシャル化した際に、同名となる方がいる場合は、「番号＋イニシャル」
を記載するようにしてください（例）１番（N・I）、２番（N・I）



確認資料の注意点

賃金台帳の抜粋について
賃金台帳は冊子での提出ではなく、対象となる労働者部分のみの抜粋となります
ただし、以下の３点について必ず読み取れるようにしてください

・調査月分であること
・法定福利費控除額が確認できる資料であること
・過去１年間に臨時の給与を支給していた場合は、臨時の給与の支払月分も含むこと

就業規則の抜粋について
就業規則は冊子での提出ではなく、手引きP20「調査票・確認資料」の説明欄に記載
されている以下の４点について抜粋し、提出してください

・表紙（会社名が記載されている箇所）
・勤務（労働時間、休憩時間、休日がわかる箇所）
・休暇（有給休暇がわかる箇所）
・賃金（基本給、手当、割増賃金、給与の差引、実物給与、臨時の給与がわかる箇所）



複数工事に従事した労働者は、主に従事した調査対象工事の調査票に記入してください。
従事する労働者が全て重複する場合は、片方の調査票にまとめて記入してください。

注意！



重要ポイント：公共工事設計労務単価とは？
※ガイドブックP２２で解説！

•①基本給相当額（基本日額、基本給（定額給）・出来高給）

•②基準内手当（現場手当、技能手当、家族手当、住宅手当等）

•③臨時の給与（賞与、燃料手当、結婚・出産・傷病・死亡等に

対する見舞金等）

•④実物給与（飲料水や食事の支給、住宅の貸与等）





実際に計算してみましょう

• 基本給１８，０００円（１日８時間当たり）

• 基準内手当２，０００円（１日８時間当たり）※（現場手当や技能手当等々）

• 令和７年１０月の平日稼働日数 ２２日

• 令和６年１１月から令和７年１０月までの労働日数（平日のみ）２４３日

• 賞与（６月、１２月 それぞれ２００，０００円）

• 実物給与（１日１００円の飲料水代）

設計労務単価はいくらになる？



• ①基本給相当額 ②基準内手当 ③臨時の給与 ④実物給与

• ※所定労働時間８時間の場合

• 計算例で示すと･･･（１ヶ月の就労日数が２２日、年間の就労日数合計が２４３日として計算）☟

• ①18,000円 ②2,000円（１日８時間あたり）※①18,000円×22日＝396,000円

• ② 2,000円×22日＝ 44,000円

• ①＋②＝440,000円（１ヶ月の所定労働時間計は、２２日×８時間で１７６時間）

• 440,000円を176時間で割り、８時間を乗じると☞20,000円（上記計算式の左側に相当）

• ③200,000円×２回（夏・冬の賞与２回分＝400,000円）

• ④100円（支給した飲料水１日分）×２２日分＝2,200円 ※ただし、１日あたりで計算するので計算式では100円

• ③＝400,000円を年間就労日数合計2４３日で割ると、１日あたり≒1,６４６円（計算式の右側）

• ④＝100円（計算式の右側）

• したがって、それぞれを足し算すると･････

• 20,000円と1,746円を足せば＝21,746円となり、これが公共工事設計労務単価に調査反

映されます。



ちなみに、２２日の稼働日数のうち、１日有給休暇を利用して

休んだ場合はどのようになるの？

• ①18,000円×21日＝378,000円

• ② 2,000円×21日＝ 42,000円 ①＋②＝420,000円（１ヶ月の所定労働時間計は、２1日×８時間で168時間）

• ①‘有給休暇日数分（１日）＝ 18,000円→（①＋②＋①’＝４３８，０００円）

• 438,000円を168時間で割り、８時間を乗じると☞20,857円（上記計算式の左側に相当）

• ③200,000円×２回（夏・冬の賞与２回分＝400,000円）

• ④100円（支給した飲料水１日分）×２1日分＝2,100円 ※ただし、１日あたりで計算するので計算式では100円

• ③＝400,000円を年間就労日数合計2４2日で割ると、１日あたり≒1,653円（計算式の右側）

• ④＝100円（計算式の右側）

• したがって、それぞれを足し算すると･････

• 20,857円と1,753円を足せば＝22,610円となり、有給休暇を利用しても

８６４円（通常の２２日稼働計算よりも）多い金額が労務費調査での結果反映になる

１０月は有給休暇取得促進月間です。ぜひ、有給休暇を取得して
もらい、正しい賃金計算をしましょう！



所定労働時間と法
定労働時間の違い
を正しく理解して
いますか？
（法定労働時間を超えて残
業させるには、所謂、３６
協定を結ぶ必要があります)



きちんと整備されていますか？
これらが正しく管理されていな
いと、せっかくの調査票が棄却
されます！！



「型わく工事」をする会社の作業でも、作業内容によって職
種がわかれます！実態にあった職種の分類をしましょう！



基本日額のほかに、「基準内手当」を支給して
いる場合、調査に反映されますので、しっかり
把握しましょう！







WEB上から ”国土交通省労務費調査”と検索すると・・・こちらにアクセスできます！



労務費調査に必要な調査票様式や手引きなどが、
こちらからダウンロードできます！



オンライン調査における情報（AI自動応答システム【チャットボット】）

AI自動応答システム（チャットボット）が導入されております。
公共事業労務費調査オンラインシステムの操作に関する利用者の支援を行うことを目的として導入されています。

自動的に質問
に回答する

９月１６日から
利用可能

質問を入力す
ると、予め登録
したFAQ集の中

から関連する
質問の候補が
表示される



順次更新
されます！



赤丸〇こちらを
クリックすると･･

YouTube上に、労務費調査にご協力いただく際のポイント
解説が動画で確認できます！ぜひご覧ください。



• 調査の手引きをよく読み、建設協会発行の「公共事業労務費調査ガイド

ブック」を活用され、公共事業労務費調査に対応してください。
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